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１ 人的資源管理制度の分析視角
１―１ 人的資源管理分析の批判的視角
アメリカ産業社会において，１９７０年代から８０
年代にかけて成立した「人的資源管理」（Human
Resource Management : HRM）は，従来の「人事
管理」（Personnel Management）の新展開として
考えられている１）。それゆえ，HRMは広義の
「労務管理」（Modern Man Power Management）
の範疇に属する管理実践である。
したがって，HRMを分析する場合，その分析
視角，とりわけ批判的分析視角は労務管理に対し
てなされてきた批判的分析視角にもとめることが
できると考える。その視角のもとに人事管理の新
展開としての HRMの方法や制度，ならびにその
労働者・労働組合への影響などを具体的かつ批判
的に分析することができるものと理解している。
HRMは，１９７０年代に人事管理のもとで問題が
顕在化し始めた細分化された「職務」（ job）に不
可避的に伴う労働の疎外感やそれに起因する労働
生産性の低下などの否定的な影響への対応策とし
て考えられた「労働生活の質的改善」（Quality of
Working Life : QWL），あるいは「労働の人間化」
（Humanization of Work）という職務内容の改善
を問題意識とする実践例にその展開の契機を求め
ることができる。当初，こうした活動の目的は，
労働者の「職務満足」（ job satisfaction）の改善
にあったと考えられる。
しかし，１９８０年代にはこうした職務内容の改
善に関する問題意識は，職務満足の改善から企業
人的資源管理制度の批判的検討
―E. E.Kossek = R. N. Block の研究との関連で―
専修大学商学部 田中和雄
Critical Analysis of Human Resource Management System : In Relation to the Study of
E. E. Kossek and R. N. Block
Senshu University, School of Commerce Kazuo Tanaka
人的資源管理とは，人間を重要な資源と見なす，人事管理の比較的新しいアプローチであると考えることができる。本論では，そ
うした人的資源管理制度を批判的に検討することを課題としている。そのために，人的資源管理制度を批判する前提として，E. マッ
ケナおよび N. ビーチの研究に基づき，人的資源管理を構成する概念ならびに主要な制度，すなわち，「戦略と組織構造」，「人的資源
計画」，「業績管理」，「報酬管理」，「教育訓練・能力開発」，「従業員関係」を取り上げ，各管理制度の概念と具体的な制度内容を確認
した。さらに，E. E. コセックおよび R. N. ブロックの研究を整理することにより，そうした制度の展開における局面の特徴を批判的
に検討した。
キーワード：人的資源管理，戦略的人的資源管理，人事管理，経営戦略，職務システム革新
Human Resource Management can be viewed as a comparatively new approach to Personnel Management which considers people
as the key resource. In this paper, I have investigated the Human Resource Management System from critical view point. For this pur-
pose, I have confirmed the conception and method of each system which is composed of Human Resource Management, and pointed
out the issues of systems according to the study of E. McKenna and N. Beech. These systems are“strategy and structure”, “human re-
source planning”, “performance management”, “reward management”, “training and development”, and “employee relations”. And
moreover, I have investigated the characteristics of spreads of each system according to the study of E. E. Kossek and R. N. Block.
Keywords：Human Resource Management, Strategic Human Resource Management, Personnel Management, business strategy,
innovation in work systems
専修ビジネス・レビュー（２０１５）Vol.１０No.１:２５―４８
25
収益の改善に直接関連するより実践的な方向へと
転換している。すなわちアメリカの国際競争力の
低下傾向からの回復，さらには競争力の強化とい
う国家的な課題との関連で，個別企業は市場や技
術などが急速に変化する経営環境の提起する問題
に適切に対応し解決を図り，競争力を獲得するこ
とが焦眉の課題となった。そうした課題に直面し
た個別企業の見いだした活路が，知識や技能およ
び労働意欲という労働能力を意味する「人的資
源」（human resource）を最大限に効果的に活用
することである。
それゆえ，人的資源を最大限に効果的に活用す
ることのできるように職務内容を再設計する必要
に迫られた。したがって，HRMはそうした職務
内容の高度化を推進する実践的な具体策を意味す
る「職務システム革新」（innovation in work sys-
tems）をその制度の基盤にもつ。HRMは，そう
した意味をもつ職務システム革新を実現するため
に，それに照応して形成された管理理念，管理制
度，管理実践であると考えることができる。
それゆえ，HRMは人事管理のもたらした問題
を解決し，その反省のもとに成立したものであり，
労働者・労働組合への否定的な影響は一定程度排
除されている。したがって人事管理に対する批判
的分析視角は HRMには妥当しないとする指摘も
可能である。
１―２ 人的資源管理制度批判の視野
しかし，HRMは労務管理の範疇に属する管理
である以上，本質的には，搾取・支配・抑圧とい
う視角から批判されうる。だが，人事管理も
HRMも本質的には，資本による搾取・支配・抑
圧のための管理であるというように，本質に還元
して，分析に代えることはできない。HRMには，
従来の人事管理とは異なる特質がある。すなわち，
HRMは従来の人事管理がおよそ視野に入れるこ
とを想定もしていなかった経営戦略と密接に関連
している。さらに，人事管理が基盤としている労
働者を代替可能な労働力と見る人間観にかえて，
開発可能な資源あるいは社会的資産と見る人間観
を基盤としている。また，HRMの実践的な管理
対象が，一般労働者から，管理職層，さらには経
営層にいたるまで，経営の全構成員におよぶこと
も HRMの人事管理と異なる大きな特質である２）。
こうした特質を考慮すると，搾取・支配・抑圧
のあり方は当然のことながら HRMと人事管理と
では異なることがありうると考えられる。それゆ
え，労働者・労働組合への影響も異なるものとな
るであろう３）。
上述のような問題意識に基づき HRMを批判す
るためには，HRMを構成する各制度の機能やそ
の労働者・労働組合への影響を具体的に分析しな
ければならない。その場合，注意する必要がある
のは，労務管理に貫かれている搾取・支配・抑圧
という資本の機能は，その統一において把握され
なければならないということである。この機能は
HRM総体のみならず，HRMを構成する各制度
のそれぞれについても統一において把握されなけ
ればならないと理解している。しかし，このこと
は各制度が，搾取・支配・抑圧のうちのいずれか
の機能により密接に関係しているという視点，す
なわち制度によってその機能には差異がありうる
という視点を妨げるものではないと考える。こう
した視点から，HRMを構成する各制度の機能や
その労働者・労働組合への影響について分析する
必要がある。
本稿では，そうした分析の前提として，HRM
の管理制度の具体的な制度内容について，その理
論面と実践面から問題を分析し評価している E.
マッケナ（Eugene McKenna）および N. ビーチ
（Nic Beech）の研究４）に基づき，各制度の管理概
念および制度の方法などを整理することにする。
HRMの制度が企業に広範に導入されている現
在，その展開において一定の特徴を見ることがで
きる。そこで，それらを HRM制度展開における
局面の特徴としてとらえてみたい。本稿では，こ
の点に関し今世紀を展望して興味ある分析をして
いる E. E. コセック（Ellen Ernst Kossek）および
R. N. ブロック（Richard N. Block）らの研究５）を
整理することにする。その分析が示す特徴には一
定の傾向があると考えている。それらを指摘する
ことで人的資源管理制度批判の準備としたい。
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２ 人的資源管理制度の構成と展開の特徴
本章では，HRMの管理制度を批判する前提と
して，E. マッケナおよび N. ビーチの研究に基づ
き，HRMを構成する概念ならびに主要な制度，
すなわち，「戦略と組織構造」（strategy and struc-
ture），「人的資源計画」（human resource plan-
ning），「業績管理」（performance management），
「報酬管理」（reward management），「教育訓練・
能力開発」（training and development），「従業員
関係」（employee relations）を取り上げ，各管理
制度の概念と具体的な制度内容を確認し，その問
題点を検討する。
さらに，そうした制度の展開における局面の特
徴を，E. E. コセックおよび R. N. ブロックらミ
シガン大学の研究者を中心としたグループの研究
を整理することに求め，その特徴には一定の傾向
があることを指摘し，人的資源管理制度を批判す
るための準備としたい。
２―１ 経営戦略と組織構造
２―１―１ 経営戦略と組織構造の概念
E. マッケナおよび N. ビーチは，経営戦略と組
織構造は相互に関連しており，それが企業の成功
にとって重要なものであることを強調している。
すなわち，組織構造の性質を決定することは，重
要な戦略的意思決定であり，そこではトップマネ
ジメントの影響が重要な役割を果たしている。し
かしながら，企業を取り巻く技術的環境，市場的
環境，経済的環境，政治的環境もまた経営戦略と
組織構造の決定にきわめて重要な役割を果たして
いる。
企業を取り巻くこうした環境の変化は激しく，
そのことは，企業の競争優位を獲得・維持するた
めの大きな責任を HRMに負わすことになる。
HRMを経営戦略と結合することは，人的資源が
企業の成功にとって重要であることを示してい
る６）。
２―１―２ 経営戦略と組織構造の方法
２―１―２―１ 経営戦略と戦略的計画
経営戦略は，企業を環境の変化に適応させるた
めの戦略であり，戦略的計画が重視される。それ
は最も単純な形態においては組織目標を設定する
ことであり，次にはそれらの目標を達成するため
の行動の包括的なコース，すなわち戦略を決定す
ることである。そこで用いられる戦略は，諸資源
を効率的に利用することだけでなく，諸資源の動
員が最大の効果を達成するのを確実にすることに
かかわっている。戦略的計画のプロセスには次の
５つのステップがある７）。
①経営理念の定義と企業ミッションの準備：組
織の価値やその存在意義に関する準備をする。
②環境条件の検討：組織のミッションを遂行す
る能力に影響を及ぼす技術的・経済的・政治
的・社会的諸力を体系的に分析する。
③組織の短所と長所の評価：組織の内部資源の
基盤であり，さまざまな促進的あるいは抑制
的な影響について検討する。
④目標と目的の開発：組織のミッションの実現
をめざす明確な目標と目的を決定する。
⑤戦略の開発：企業はどのような方向転換を行
うべきであろうか，企業はどのような新しい
組織構造とプロセス，技術開発，財務編成，
そして人的資源政策を採用するべきか，とい
う戦略を開発する。この段階で，企業は人的
資源に関して戦略的に考え始めることになる。
２―１―２―２ 戦略的人的資源管理の展開
C. J. フォムブラン（Charles J. Fombrun），N.
M. ティチー（Noel M. Tichy），M. A. デヴァンナ
（Mary Anne Devanna）らミシガン大学の研究者
グループは，経営戦略と HRMの諸問題，すなわ
ち組織構造，従業員の資源化，能力開発などとを
関連づける戦略的アプローチの意義を強調してい
る。この観点から戦略的人的資源管理（Strategic
Human Resource Management : SHRM）を体系
化し，HRMの活動を以下の３つのレベルにおい
て経営戦略と関連づけて把握している８）。
①戦略的レベル：このレベルでは，組織と外部
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環境との接点に焦点があてられ，以下の諸活
動，すなわち，（a）後継者育成計画，（b）
人的資源計画，（c）業績管理，（d）報酬管
理，（e）教育訓練と能力開発，が顕著な特色
を持つ。
②管理的レベル：このレベルでは，人的資源の
政策，実践，システムを洗練することが重視
される。人的資源の長期的な計画や政策は，
募集や選考のプロセスの設計，あるいは報酬
パッケージの設計といった特定のシステムに
おいて具体化される。
③業務的レベル：このレベルでは，監督者と作
業員が財の生産あるいはサービスの提供を行
う上で深く関与する。いわゆる現場のレベル
である。ここで適切な人的資源が運用される
ことになる。
２―１―２―３ 組織構造の変化
HRMは，従業員の能力とスキルを最適レベル
で活用するための空間と機会を提供することに大
きな関心をもつことから，組織構造や職務が設計
される方法に特別の注意を払う。組織構造の変化
は経営戦略の変化によりもたらされる。A. D.
チャンドラー（Alfred DuPont Chandler）は，経
営戦略が単一製品から製品多様化へとシフトする
につれて，企業経営は最適な成果を達成するため
により精巧な構造を開発することを論証していた。
カンター（R. M. Kanter）は，将来成功する企
業はポスト企業家的なものになるであろう，と主
張している。それは，企業家の役割である創造的
な要素と，HRMにおける協働とチームワークへ
のコミットメントに示されるような新しい企業ア
プローチとを統合する必要を示している。すなわ
ち，組織には，より迅速でより創造的な行動，利
害関係者とのより密接なパートナーシップ，変化
する市場やテクノロジーへのフレキシブルな対応
などが求められることになり，価値の転換を伴う
次の３つの戦略が必要とされる９）。
①シナジーを発見するための組織の再編成：全
体の協働的努力によって付加された価値が諸
個人の要素の総和よりも大きくなるような，
効果的な組織の再編成が存在することを意味
している。
②外部との戦略提携を形成するための境界線の
開放：組織はコア活動に専念する時，他の組
織との短期的な戦略的提携から利益を得るこ
とができる。現実にこれらの提携はさまざま
な形態をとる。
③組織内からの新しいベンチャーの創造：イノ
ベーションを促進する方法は，公式の開発部
門に依拠する以外に，組織の構造と労働力に
組み込まれているフレキシビリティを利用す
ることが重要である。課題に対応したプロジ
ェクト・チームなどがある。
２―１―３ 経営戦略と戦略的人的資源管理の展開と
特徴
２―１―３―１ 戦略的人的資源管理と「資源ベース・ア
プローチ」
以上に見るように，HRMは経営戦略および組
織構造と密接に関連するものであり，それは
HRMの人事管理とは異なる大きな特質であると
考える。本節では，こうした経営戦略と HRM，
ことに SHRMに関連する具体的な展開とその特
徴を E. E. コセックの所論を中心に整理し，その
特徴と傾向ならびに問題点を指摘することにした
い。
E. E. コセックによれば，SHRMの主要な目的
は，経営戦略を実施するための企業の能力を強化
することである。企業が現状に適合していない構
造のもとで新しい戦略を実施しようとしても効果
に乏しいのと同様に，適合していないシステムの
もとで新しい戦略を実施しようとしても効果に乏
しい。SHRMの主要な経営上の役割は，企業が
戦略的目標を達成するために，その公式の構造と
システムとを整合させることである。もちろん，
そうしたシステムは事業目標および戦略目標を支
援するために計画され実行されなければならない。
HRMの展開における重要な概念は，HRMは
経営戦略と整合あるいは結合されていなければな
らないと同時に，その諸制度も相互に整合あるい
は結合されていなければならないということであ
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る。人的資源の活動の領域には，人的資源戦略お
よび組織，業績管理，報酬管理，教育および能力
開発，従業員関係，労働生活の質の改善などがあ
る。これらの活動の程度は，選択される人的資源
戦略に応じて多様であるが，その政策が経営戦略
と整合する方向で HRMを支援するように設計さ
れている場合には，それらは垂直的に適合あるい
は整合しているということになる。
さて，SHRMが経営戦略の実施において成否
を握る存在であるということは，もとより人的資
源が戦略上重要な存在であることを意味する。企
業は有形・無形の資源から構成されており，市場
での競争に必要な能力を備えている存在であると
考えられている。企業の競争優位の源泉として，
とくに企業内部の資源あるいは内的要因に注目す
るアプローチは「資源ベース・アプローチ」（re-
source-based approach or view）と呼ばれている
が，SHRMおよび人的資源は，そうしたアプ
ローチの観点から競争優位の源泉と考えられてい
る。このアプローチは，もとより市場での競争優
位の獲得という目的の正当性を前提としている概
念であり，あくまでもその観点からの評価である
という限定はあるものの，SHRMのサポートす
る高度の能力，創造的な知識や技能をもつ人的資
源に依存せずには資本蓄積が果たせないという現
代の企業の一面を端的に示すものである。E. E.
コセックは，こうした意味をもつ人的資源の近い
将来の方向を下記の表のように示している１０）。
２―１―３―２ 戦略的問題としての「バーチャル組織」
しかしその反面，HRMの重要な戦略的問題と
して労働の「アウトソーシング」と「バーチャル
組織」の出現が指摘されている。すなわち，多く
の産業における急速な環境変化を所与とすれば，
組織のフレキシビリティを促進する HRMの展開
の意義は大きい。多くの企業では，労働者の雇用
形態は多様化し，特殊性のない労働のアウトソー
シングは増大している。この点で，企業が直面す
るリスクは，将来のマーケット・シェアをめぐる
競争にとって重要なコア・コンピテンスとして後
に確認されることになる領域の労働をアウトソー
シングしてしまう場合である。
E. E. コセックによれば，バーチャル組織の出
現は，HRMに関して困難な問題を喚起する。
バーチャル組織とは，急速に変化するビジネス・
チャンスを利用するために協力しあう企業の一時
的なネットワークとして定義される。人的資源に
とっての重要な問題は，バーチャルな関係にある
SHRMを形成する職場環境の趨勢
伝統的な職場
・技術の専門家による制御
・仕事と生活の境界区分の明確化
・国際化においてアメリカ文化優位の人的資源政策
・アメリカの平等雇用およびアファマティブ・アク
ション法の原則的順守
・長期継続雇用関係
・人的資源部門のみによる人的資源サービスの実施
・職場の同質性を仮定
・人的資源政策の集団ベースの適用
・個々人の仕事を基礎とする職務の設計
・規格化された仕事場および仕事の固定
・経営者により決定された明瞭で公式の人的資源政策
・特定の職務に適合する人を雇用
・企業主導のキャリア形成
将来の人的資源の方向
・技術の一般従業員による制御の拡大
・仕事と生活の境界区分の曖昧化
・地球規模の観点で最良の人的資源政策
・多文化主義に向けての多様性の管理
・雇用関係の多様化の増大
・ライン管理者や従業員参加によるサービスの実施，
アウトソーシングの利用
・異質性（国，民族，言語，年齢，家族構成）への配
慮に基づく人的資源システムの設計
・人的資源政策の個人的な交渉による適用
・個々人およびチームワークを基礎とする職務の設計
・仕事場の柔軟化（仕事は家庭で，顧客先で，あるい
は企業で行う），従業員は仕事をいつ，どこで，ど
のように行うかについて決定権を拡大する
・柔軟なシステム（人的資源の活動は文化に左右され
る）
・文化に適合する人を雇用
・自身主導の組織境界のないキャリア形成
出所：Ellen Ernst Kossek and Richard N.Block eds., Managing Human Resources in the２１st Century : From
Core Concepts to Strategic Choice , South-Western College Publishing, Ohio, ２０００,. p.２.１９.
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各企業間の文化的適合性を評価すること，組織の
業績とその評価システムに適切な整合性があるよ
うに保障することである。もう一つの問題は，組
織の境界を越えて移動する従業員のキャリアをど
のように計画するかということである。典型的な
水平的移動に関しても，その報酬システムは，ど
のように再設計されるべきであろうか。ベネフ
ィットとコンペンセーションは，契約企業間で移
動する時点で携帯できるようにするべきであろう
か。さらに重要なことは，企業は，どの企業に勤
務しているかにかかわらず価値のある貢献者に対
するリワードを発展させるフレキシビリティをも
つ必要があるであろうか。
そうした HRMの実務上の問題は，確かに解決
すべき問題であり，具体的な対応策や制度が早晩
設けられることになるであろう。しかし，バー
チャル組織の出現により人的資源が被る影響とし
て看過できない重要な問題がある。それは，もと
より企業の経営戦略が要求するバーチャル組織が
一時的なネットワークとしての存在でしかないこ
とに起因する。すなわち，バーチャル組織が経営
戦略に影響される一時的な存在であるがゆえに，
人的資源の雇用それ自体のいっそうの不安定化の
進展，失業の脅威からまぬがれることはできない
という問題である。それは，資本蓄積を所与とせ
ざるを得ない経営戦略やバーチャル組織に伴う根
源的な問題であり，もはや HRMの実務により解
決のできる次元の範囲を超えた問題である１１）。
２―２ 人的資源計画
２―２―１ 人的資源計画の概念
「人的資源計画」は，人的資源に対する組織の
将来需要を決定することから始まる。人的資源計
画は SHRMと経営戦略の相互作用によって設定
されたフレームワークの一部である。
E. マッケナおよび N. ビーチは，伝統的な「人
事計画」（manpower planning）と対比して次の
ように述べている。すなわち人事計画は，組織が
必要な時に，必要な場所で，必要な数の従業員を
準備することに主たる関心があった。人的資源計
画は，この視点を否定しているわけではないが，
この面に関する理解を変えてしまったのである。
伝統的な人事計画では，量的側面を偏重する傾向
が明白で，「ハード面」での問題やその解決を扱
うという志向が強かった。しかし，HRMにおい
ては，特に資源としての人間を重視している。こ
の点で，「ハード面」での問題へのアプローチは，
「ソフト面」での問題へのアプローチで補われね
ばならないという認識がある。この後者の面では，
従業員の独創性，革新的な実践方法，フレキシビ
リティ，チャレンジのしがいのある問題といった
ことに関わる質的な事項が取り上げられる。
人的資源計画は，外部環境の予測的な分析と，
従業員を可能な限り活用することに関連している。
そして，現在の労働力ないし将来の労働力の配置
に関する可能性と費用の概略を示すことで，組織
の戦略に情報を提供する。そのことにより，募集
や能力開発というその後につづく HRMの諸活動
に対し戦略的意思決定の含意することを前もって
示すことができる。このように人的資源計画は，
戦略と実践を結びつける重要な役割を果たしてい
る１２）。
２―２―２ 人的資源計画の方法
人的資源計画は，次の３つの局面から構成され
ている。
①戦略的人的資源計画により確認された人的資
源に対する需要：人事計画の最盛期には，統
計に基づく予測テクニックは，労働力の将来
的な需要を予測する際に，変革の無い安定仮
説に基づいていた。そのような方法は，将来
発生するかもしれない混乱や市場の不確実性
を所与とすれば，現実的ではない。HRMと
いうフレームワークで人的資源に対する需要
を検討する時には，顧客や変化の状態の内容
に注意を向ける傾向が明確に存在している。
人的資源に対する需要は，必要なスキルと
いう観点からは労働力構成だけでなく，組織
の将来の需要に見合うスタッフ数としても定
義される。例えば，組織行動の拡大は，最適
なスキルをもつ外部スタッフの募集という結
果をもたらす。他方，企業の製品需要につい
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ての下落予測から，組織はスタッフ数の削減
計画を実施する場合がある。
②コスト効率のよい方法や能率的な方法での人
的資源の活用：必要な人的資源数の確定は，
従業員のスキルや才能を活用する方法を考慮
せずには行えない。例えば，製造業では，コ
ンピュータの支援を受けた設計・生産
（CAD/CAM）を導入する傾向が増加してい
るが，この傾向は，かつては労働集約的で
あったプロセスの遂行に必要とされた人的資
源を減少させている。それはまた，要求され
るスキルなどの質にも影響を及ぼしている。
さらに，チーム作業を活用する傾向も増大し
ている。かつては個々の従業員が生産プロセ
スの一部に専門化していたのに対し，従業員
は小集団として製品やサービスの生産全体に
責任をもつようになる。チームとして生産プ
ロセスを遂行するには，より幅広い仕事を行
う必要があるので，スキルのレベルに影響を
及ぼしている。
③現在の従業員数に示される人的資源の供給
（内部調達）と組織外からの最適な応募者の
潜在数で示される人的資源の供給（外部調
達）：人的資源の供給は２つのアプローチ，
内部調達と外部調達からなる。内部調達とは，
必要とする人的資源を企業の内部から調達す
ることである。その場合，年齢，学歴，資格，
経験，スキルなど内部調達者の主な特質が全
社に照会される。内部調達を行うことができ
ない場合は，外部労働市場から調達する必要
がある。この外部調達は，調達の逼迫度，人
口統計上の諸要因，社会的・地理的要因，求
められる従業員のタイプを考慮して行われる。
内部調達は外部調達に対して一定の有利さが
ある。すでに雇用されている者は，仕事の方
法や組織文化を理解していると思われるし，
能力や業績などの情報が得やすいからであ
る１３）。
２―２―３ 人的資源計画の展開と特徴
２―２―３―１ 人的資源計画とフレキシビリティ
人的資源計画の課題は，環境の急速な変化に，
人的資源の配置をいかにして適切かつ継続的に対
応させるかということにある。このことに関して，
K. ロバーツ（Karen Roberts）および S. E. グレー
ソン（Sandra E. Gleason）は，J. アトキンソン
（ John Atkinson）を援用して，雇用主は３種類
のフレキシビリティ（flexibility）を考慮しなけれ
ばならないとしている。
第１に，「機能的フレキシビリティ」（func-
tional flexibility）は，基幹的労働者に諸種の活動
と課業との間の適切な調整を可能にし，製品や生
産方法の変更のような変化に対する労働力の迅速
な対応を可能にする。第２に，「量的フレキシビ
リティ」（numerical flexibility）は，製品需要の
変化に応じて，従業員数や労働時間数，労働形態
を変更することを可能にする。第３に，「財務的
フレキシビリティ」（financial flexibility）は，人
件費を削減することのできる雇用方法とアウト
ソーシングのような新しいシステムを追求するこ
とを意味する１４）。
２―２―３―２ 非典型雇用労働者の戦略的利用
人的資源計画の展開の特徴として，こうしたフ
レキシビリティを達成するために，多くの企業で
臨時雇用労働者（temporary workers）あるいは
非典型雇用労働者（contingent workers）とよば
れる労働者が利用されていることには注意が必要
である。
非典型雇用労働者という用語は，１９８５年に A.
フリードマン（Audrey Freedman）によって，そ
の労働がそれを必要とする雇用主にとって不確定
である労働者に言及するために創られた。非典型
雇用労働者は一日ごとに雇用される低技能のパー
トタイム労働者から年次契約で雇用される技術者
やコンピュータ・プログラマにいたるまで多様な
職種で利用されている。しかし，彼らは単一の雇
用主のもとで期間の定めがなく，フル・タイムで
働く伝統的な雇用形態とは多くの点で異なる。
K. ロバーツおよび S. E. グレーソンは，非典型
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雇用労働者を以下の６種に分類している。
①派遣労働者（temporary help service employ-
ees）：人材派遣会社により雇用される労働者
である。業務内容，給料，スケジュールは派
遣会社によって決められており，通常，雇用
期間は短期であり，スケジュールは流動的で
ある。
②リースされた労働者（leased employees）：
外部の企業によって雇用される労働者である。
一般に，その仕事は派遣労働者よりも契約期
間は長い。さらに彼らは，標準的な労働者と
は別の職能に従事しており，混合されること
はない。
③オンコール日雇い労働者（on-call day work-
ers）：通常，特定の雇用主あるいは雇用主の
グループに関係する非公式の雇用プールから
呼び出される労働者である。専門的な技能を
所有していることもあるが，相対的に技能が
低く，雇用主に断続的に利用され，日給ある
いは時間給で支払われている。
④独立契約者（independent contractors）：特定
の契約にしたがって働く人々である。通常，
その任務の終了する時期を正確に把握してい
る。彼らは特定の事業あるいはプロジェクト
のために採用されるのであるが，いかなる企
業の従業員でもない。
⑤自営コンサルタント（self-employed consult-
ants）：一定の雇用主のもとで働くのではな
いという点で，独立契約者に類似している。
一定の仕事にフルタイムで従事することはな
く，複数の雇用主にサービスを提供する。通
常はオンサイトでは働かない。
⑥パートタイム労働者（part-time workers）：
そのすべてが必ずしも非典型雇用労働者とし
て考えられているわけではない。なぜならば，
パートタイム労働者も単一の雇用主のもとで
恒常的に働くことができるからである。ある
人は雇用の保障や，付加給付があり，定期的
なスケジュールのもとで働く。他の人はオン
コール・ワーカーとして扱われる。アメリカ
では，週３５時間以下の労働者は，パートタ
イム従業員と考えられている。
人的資源計画の展開の検討において重要なこと
は，非典型労働者をこうした環境への戦略的対応
として利用することについて，雇用主が，どのよ
うな状況のもとで，どのような理由で，どのよう
な判断をしているかということである。この点に
関し，K. ロバーツおよび S. E. グレーソンは，以
下の６点をあげている１５）。
第１は，事業活動における変動へ対応するため
である。非典型雇用労働者の利用は，拡大したり
縮小したりする事業活動の変動に容易に対応する
ことを可能にする。それは，需要の変動に応じて，
労働の内容や時間，さらに従業員の質と量の双方
を調整することを容易にする。そうした人員配置
は，基幹的な従業員を企業の競争力にとって重要
な活動に専念させることを可能にする。
第２は，人件費を削減するためである。雇用主
は，非典型雇用労働者の利用により人件費を削減
することを可能にする。すなわち，健康保険・生
命保険・年金の保険料負担，有給休暇の付与，疾
病時の所得保障，賞与のような労働者の選択に応
じて提供する付加給付と同様に，社会保障や失業
保険，労働災害保険の保険料負担のような費用を
支払うことを回避することができる。こうしたこ
とは，アメリカ人労働者よりも低賃金の外国人労
働者を雇用することにより対応できるように考え
られるが，必ずしも人件費削減の効果があるとは
限らない。低賃金労働者はしばしば低レベルの労
働生産性を反映しているからである。
第３は，管理にかかる時間を削減するためであ
る。人件費の削減に関連する問題として，さらに
人的資源活動の管理や就業規則の制定に社内で費
やされる時間を削減することを可能にするという
ことがあげられる。前者の例には，雇用や，給与
および給付の記録などがある。質の高い人材ビジ
ネスでは秘書やワープロ・スタッフのような従業
員集団のためにこうしたサービスを，コスト効果
的に提供することができる。さらに，期間の定め
のない雇用契約に変更するのに先立ち臨時雇用の
従業員を審査する方法を雇用主に提供することも
できる。就業規則に関しては，基幹従業員が少数
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であれば，適用外となる。
第４は，特定のプロジェクトのために請負契約
する場合である。組織は事業が終了した後にはも
はや必要とすることのない特定の技能をもつ労働
者を，一定の限られた期間，雇用する必要が生じ
る場合がある。カスタマイズ・ソフトウェアを開
発しインストールする高度な技能をもつコン
ピュータ・プログラマを雇用する例は，その典型
である。このタイプの非典型雇用労働者は，しば
しば社外の組織により請負契約にもとづき雇用さ
れる。こうした請負契約は，小規模の企業が雇用
できる終身雇用の従業員よりも，より高度な能力
をもつ人を雇用できる機会を提供する。
第５は，レイオフの回避と基幹従業員の雇用安
定のためである。非典型雇用労働者の利用は，組
織の基幹従業員を不安定な雇用状況から保護し，
組織が痛みの伴うレイオフを回避することに役立
つ。とくに雇用削減による失業が問題となる時期
には，基幹従業員集団の職場士気と生産性にとっ
て重要なことである。それはまた，従業員に十分
に配慮する組織としての世評を高めることにもな
る１６）。
２―３ 業績管理
２―３―１ 業績管理の概念
従業員の業績に対する判断は，非公式・公式の
違いはあるものの，高い頻度で行われている。非
公式システムのもとで，上司は部下の業績に対し
主観的な判断を継続してくだしている。対照的に，
公式の評価テクニックに従えば，その判断は客観
的であるとみなされる。E. マッケナおよび N.
ビーチによれば，公式のシステムでは，「業績評
価」（performance appraisal）と「業績管 理」と
いう用語が適用される。どちらも，管理者として
の上司とその部下が達成されるべきことについて
の理解をいかに共有するかに関係している。上司
は，当然のこととして，長期・短期にかかわらず，
部下に対する管理と能力開発がどのような業績に
結果するかということに関心をもつ。その際，業
績は後述のテクニックを利用して測定され，目標
や計画と関連づけられる。こうして，部下は能力
向上に関するフィードバックを受けることになる。
業績評価システムを検討する際には，以下の目
的が考慮されなければならない１７）。
①被評価者は，上司とのオープンなコミュニ
ケーションのもとで業績の目標を設定し，上
司はパートナーシップを奨励すること。
②信頼性があり，公正で，客観的な業績尺度を
利用して，予定されていた業績と実際の業績
とを比較し，被評価者にフィードバックする
こと。
③業績が最適と思われる点を下回っていれば，
教育訓練や能力開発の必要性の査定に基づい
た個人別の改善計画を被評価者に指摘するこ
と。
④評価プロセスにしたがって，外的報酬（例え
ば，業績連動型給与）と内的報酬（例えば，
技能向上の機会）の両者を配分する準備を行
なうこと。
⑤従業員の満足感，個々人の能力の完全な活用，
企業文化の変革，個人目標と組織目標との調
和のとれた状況下で組織目標を達成すること。
⑥業績管理が全般的なマネジメント・プロセス
の中心であるとの認識をもつこと。
２―３―２ 業績管理の方法
２―３―２―１ 業績評価テクニック
従業員の業績を評価する際には，一般に以下の
テクニックが利用されている１８）。
①文書での報告書：評価者による被評価者の長
所，短所，業績，潜在能力，改善に対する示
唆などを報告書により説明する。
②クリティカル・インシデント：特定の成果と
の関連で，被評価者が経験した困難な出来事
やそれに対する有効な対応などを総合的に検
討する。
③図式評価尺度：最も一般的な評価方法である。
定量分析やデータの比較に役立つ。仕事の質，
技術に関する知識，協調性などの業績要因を
１～５の尺度に基づいて評価する。
④他者との比較：１人あるいはそれ以上の人と
対比して業績を査定する相対評価である。個
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人ランキング法，グループ・ランキング法，
ペア比較法がある。
⑤多人数評価者による比較評価：一例としてア
セスメント・センターがある。評価プロセス
は，面接，精神測定検査，関連する仕事のシ
ミュレーション，同僚の評価，経験豊富な考
課者による評価からなる。
⑥目標管理：設定された目標の達成に必要な支
援や教育訓練が実施される。期末に業績の評
価がなされ，新しい目標が設定される。
⑦自己評価：出勤（率），生産性，品質，安全
性，チームワーク，コミットメントなどの基
準に対して自分自身を評価し，評価用紙に記
載する。
２―３―２―２ 業績評価の査定型と能力開発型
業績評価プロセスに関しては，２つの主要な立
場がある。１つは査定型，もう１つは能力開発型
である。査定型評価とは，被評価者に対して判定
をくだすということである。この判定は，被評価
者の業績とそれに先だって立てられた目標との，
あるいは職務記述書上の項目との比較の後に行わ
れる。このタイプの評価は，賃金などの外的報酬
の配分と関連する。
能力開発型評価は，将来の業績に焦点をあてて，
被評価者の潜在能力を確認し，開発しようという
もので，キャリア計画や後継経営者の育成と結び
付けられる。この評価のプロセスでは，面接やカ
ウンセリングが重視される。
これら２つの業績評価の立場は，フィードバッ
クの必要性を強調しており，そこには将来の自己
啓発を指摘することの重要性が視野に入れられて
いる１９）。
２―３―３ 業積管理の展開と特徴
２―３―３―１ 業積評価から業積管理へ
T. H. カリー（Theodore H. Curry II）は，業積
評価と業積管理のそれぞれに関して次のように定
義している。すなわち，非公式なプロセスとして
の業績評価は，かつて雇用主の下で従業員が働き
始めた時以来，存在してきたことは疑うべくもな
い。しかし，評価あるいは査定の公式のプロセス
は，１９４０年代より普及したものである。それは，
「業積基準に関する明示的な標準を確立し，そう
した標準を従業員に伝え，標準との関連でどのよ
うに遂行するかを従業員に説明するプロセス」と
して定義することができる。
業積管理とは，「従業員が可能な限り効果的に
業務を遂行できるように支援する雇用主によって
実施されるプロセスのすべて」として定義するこ
とができる。それには，責任を定義し，達成予測
を設定し，必要な資源を準備し，継続的にフィー
ドバックを提供し，業績を定期的に査定し，結果
に関する情報を活用することなどが含まれている。
さらに，人的資源に関して意思決定し，個人的・
組織的問題を解決し，従業員および組織システム
を開発することが含まれている。業績評価は，業
績管理のより広いプロセスの一局面にすぎない。
業積評価は，振り返ってみて，「仕事はどのよう
に十分に行われたか」を問題とする。対照的に業
積管理は，「従業員が可能な限り効果的に遂行す
るためには，どのような支援を行うことができる
か」という将来志向の問題を提起する２０）。
２―３―３―２ 業積管理プロセスへの従業員の関与
こうした業積管理の展開における特徴として，
T. H. カリーは，従業員のチーム化の進展との関
連で伝統的な業績評価システムの適合性の問題を
指摘して次のように述べている。
現代の企業は，組織の規模は縮小されても，監
督者や管理者の管理の領域は増大し，その職務は
いっそう複雑になり，部下の行動を監視し追跡す
ることが困難になっている。管理者は，必要とさ
れる責任や技能がいっそう多様となっている従業
員集団を指揮していて，責任や技能が自らのもの
とは全く異なるようなチームの多様な業績を評価
することが，困難になることを認識し始めている。
すなわち，雇用主が組織目標の効果的な達成のた
めに従業員をチームに組織するにつれ，伝統的な
業績評価システムは適合しなくなってきているの
である。個人の努力や報酬へ焦点を合わせた評価
システムは，利用されつつあるチーム・ベースの
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構造とは一致することはない。チームの監督者は，
チーム・メンバーによる適切なチーム・ワーク行
動の効果を評価することはできないであろう。
たとえば，評価される従業員から向けられる多
くの非難の中で，システムが適切な従業員参加も
なしに監督者によって非常に厳しく統制されてい
るという不満は共通するものである。その結果，
偏向や差別などの不公正な評価の問題が生じてい
る。
また，全社品質管理（Total Quality Manage-
ment）の支持者たちも，伝統的な業績評価プロ
グラムが個人の業績を重視するあまり，しばしば
組織システム上の誤りであるのに低水準の諸個人
を非難することがあると述べている。この考え方
では，業績評価プログラムは製品やサービスの品
質を達成することと本質的に矛盾することになる。
雇用主はプログラムの修正や革新によってこうし
た批判に応えてきた。
こうしたことへの対応として，従業員に影響を
及ぼす職場の諸問題に対する従業員参加（em-
ployee participation）の一般的な増加傾向と一致
して，業積管理プロセスへの従業員関与（em-
ployee involvement）の増加が見られる。そうし
た関与には，業績の予測および測定方法の開発へ
の従業員参加，実施期間中の諸変更に対する従業
員による積極的な監視，調査プロセスの一部とし
ての従業員による自己評価がある。
さらに，業積管理における最も重要な最近の革
新は，おそらく多人数評価者システムの活用であ
る。ボトム・アップ評価，同僚による評価，３６０
度フィードバック・システムがその例である。そ
れぞれのアプローチの基礎にある前提は，もし個
人の業績が評価するうえで最適な位置にいる人に
よって評価されるのであれば，いっそう正確で公
正な評価が行われるというものである。そのよう
なシステムは，人的資源の評価を決定することよ
りも人的資源の開発を目的に活用されることにな
る。そのようなシステムは実質的にいっそう管理
上の努力を必要とするので，その成功のためには，
組織文化の支援や，プログラム参加者すべての訓
練と技能開発，トップ・マネジメントの明確なコ
ミットメントが必要である。
多人数評価システムの代表的な例である同僚に
よる評価システムは，チーム・メンバーがチー
ム・ワーク技能をどの程度活用しているかを評価
するためにしばしば必要とされるものである。最
も一般的に活用されている例では，チーム・メン
バーが仲間のチーム・メンバーの行動を評価する
ように求められている。その内容は，一般的には，
仲間の従業員の観察可能な行動を評価することに
集中している２１）。
２―４ 報酬管理
２―４―１ 報酬管理の概念
E. マッケナおよび N. ビーチによれば，組織内
部において，報酬システムを管理する目的は，組
織目標を達成するために組織が必要とする人的資
源を引きつけ，定着させることにある。従業員の
貢献を獲得し，高レベルの業績を維持するために
は，従業員のモチベーションとコミットメントを
増大させることが必要となる。報酬管理は，組織
目標と個人目標との一致をもたらすことを目的と
している。
HRMにおける報酬管理は，賃金あるいは給与，
ボーナス，歩合給，利潤分配制のような金銭的報
酬とインセンティブに関係する外的モチベーショ
ンに限定されない。それはまた，職務の多様性と
やりがい，達成感，承認，責任，スキルを獲得す
る機会とキャリア開発，そして意思決定プロセス
においてより多くの影響力を行使することを求め
る従業員の心理的欲求を満足させる非金銭的報酬
にも関係する。非金銭的報酬は内的モチベーショ
ンとみなされる２２）。
２―４―２ 報酬管理の方法
２―４―２―１ 報酬の決定方法
伝統的に，報酬システムは団体交渉によって決
定されてきた。そこでは，経営者と従業員の代表
者（通常は労働組合の役員）が集団として従業員
のために賃金レートを交渉していた。賃金決定に
このアプローチをとる場合には，「職務評価」
（ job evaluation）というテクニックが利用される。
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職務評価は，さまざまな職務間の相対的関係を決
定し，各職務に対応する賃金レートの体系的な構
造を設定するために，一企業レベルあるいは産業
レベルで確立されるプロセスである。職務評価に
は，職務の要求する教育水準やスキルレベルなど
多様な要素を評価する要素比較法，点数法，序列
法，等級法があるが，最近では，組織に対してい
かなる意義ももたない要素は除き，単一要素のみ
評価する「コンピタンスとスキル分析」法が，管
理階層の簡略化や組織構造のフラット化という現
代の条件に適合するものとして利用されてい
る２３）。
２―４―２―２ 報酬システムの種類
HRMにおける報酬管理のうち外的モチベー
ションとしては以下の制度がある２４）。
①時間賃率（time rates）：労働時間数を基準と
する報酬制度である。これは団体交渉におい
て一般的なものである。伝統的には，事務労
働者は月給，工場労働者は週給，パートタイ
ム労働者は時間給で支払われる。
②成果給（payment by results）：成果給は，給
与を個人の生産量に結びつける。その先駆的
存在は，製造業において給与を生産された製
品の個数に結びつける出来高給制度であり，
販売業において販売高の多寡に応じて支払わ
れる歩合給である。
③業績連動型給（performance-related pay）：成
果給とは異なり，成果あるいは生産量だけで
はなく，職務における実際の行動を考慮に入
れる。個人の業績は，業績評価により査定さ
れ，設定された目標もしくは職務記述書に記
載されている課業と比較される。
④集団的な業績連動型給（group performance-
related pay schemes）：予算目標や組織の収
益性を満足させる結果と報酬とを結びつける
この制度は，報酬の個人主義的な性質を排除
し，協力的な労働様式の形成に寄与するもの
であり，ストック・オプションと利潤分配制
を含んでいる。
⑤能力給（skill-based pay）：上述の制度が，生
産の量や質，あるいは利益のような，活動の
「アウトプット」面に着目しているのと対照
的に，この制度は活動に必要な知識，スキル，
コンピテンシーなど「インプット」を強調す
る。能力給は，目標達成という視点からみて
組織に利益を与えながらも個人を尊重する報
酬制度である。それは人的資源に投資すると
いう HRMの目的と一致している。
⑥カフェテリア・プランあるいはフレキシブ
ル・ベネフィット制度（cafeteria or flexible
benefit systems）：従業員は，生命保険や医
療費の補助など多くのベネフィットのメ
ニューのなかから，自らにとって重要であり，
受ける資格が与えられているものを選択する。
アメリカでの医療費の企業に対する負担増は，
フレキシブルな報酬を検討する動機を企業に
与えている。
２―４―３ 報酬管理の展開と特徴
２―４―３―１ 報酬システムの目標
M. L. ムーア（Michael L. Moore）は，報酬シ
ステムのベスト・プラクティスとしてハイ・コ
ミットメント・モデルを提示し，それを構成する
要素として主に次の点を指摘している。
①高賃金政策は，企業のあらゆるレベルで最良
の従業員を引き付け，確保し，動機づけるこ
とを可能とする。
②雇用保障は尊重され，維持されるべきである。
従業員をレイオフやダウンサイジングで威嚇
する企業は，他の企業で仕事を探すことに向
かわせることになる。雇用保障は，質の高い
労働の基盤であり，企業が業績を高めるため
のフレキシブルでイノベイティブな意欲の基
盤であると考えられる。
③奨励を効果的に活用する。利益を分配するこ
とにより従業員が率先して懸命に働くことを
奨励する。
④リーダーは，従業員があらゆるレベルで参加
できるように高水準の参加を保証し，権限を
強化する。従業員が自らの成功と企業の成功
とを同一視するように奨励する。
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⑤個人ではなく，チームが労働やリーダー
シップの単位であると考えるべきである。
⑥内部昇進は，従業員に組織へのコミットメ
ントを促進するので重視される。
⑦教育訓練と技能開発は企業の成功のための必
須要件と考えられる。
⑧情報の共有化は，企業のあらゆるレベルで価
値をうむ。情報の共有化を妨げる職能の極端
な専門化は回避される。
こうしたモデルに基づく実践は，報酬システム
の一定の目標を示しており，以下のような課題を
果たすことが期待されているという２５）。
①質の高い人的資源能力を惹きつけ，維持し，
動機づけること。
②チーム横断的なキャリア形成，プロジェク
ト・マネジメントのような組織設計の要素を
支援すること。
③顧客や労働の質への志向を奨励すること。
④賃金費を生産高に対して低く維持することに
より生産性を高めること。
⑤連邦法や州法などの法令を順守すること。
⑥あらゆる局面において公平性を促進するシス
テムを有すること。
２―４―３―２ 集団奨励給の普及
E. F.モンテメーヨ （ーEdilberto F. Montemayor）
は，こうした課題にこたえる具体的な報酬システ
ムとして「集団奨励給」（group incentives）をあ
げている。集団奨励給とは，従業員集団が基準業
績を超える成果を達成した場合，その程度に応じ
て変動的な利益分配を受け取る機会を提供する制
度である。それゆえ，集団奨励給は，変動給の一
形態である。
E. F.モンテメーヨーによれば，この奨励シス
テムは一般的な「リワード」（reward）システム
と概念上，著しい相違がある。リワードの概念は，
従業員にとって何らかの価値があるものの提供を
意味する。高収益（あるいは利益）に応じて支払
われる任意の賞与や年末に受け取る任意の賞与は，
リワードの一例である。受け取る従業員はおそら
く幸福だし満足する。彼らは，組織に恩義さえ感
じ，組織が業績を上げて再び賞与を準備すること
を望んで次年度も努力を続ける。しかし，リワー
ドは従業員の貢献にはほとんど焦点をあてておら
ず，それを奨励することはない。従業員は賞与を
受け取るために何をする必要があるかを確実に知
ることはない。さらに，組織が次年度に等しく業
績をあげても同様の賞与を受け取れる保証はない。
対照的に，集団奨励給は，従業員が金銭的なリ
ワードを受け取るためにはどのような成果を達成
することを必要としているのかを明確かつ正確に
特定しているがゆえに，従業員の貢献に焦点をあ
て，それを奨励している。
集団奨励給は，（１）奨励給の原資，（２）奨励給
と具体的な成果との関連性，という２つの次元の
観点から分類される。さらに，先ず前者の集団奨
励給制度の可能な原資という観点からは，（１）労
働生産性の向上（および，それに対応する人件費
の節約），（２）各種のコストの節約（人件費の節
約に限定されない），（３）財務状況の成果（収益
指標など），に分類される。次いで，後者の奨励
給と成果との関連性という観点からは，（１）利益
分配，（２）目標分配，に分類される。ちなみに利
益分配奨励給制度は目標分配制度より長い期間に
わたり利用されてきた。利益分配奨励給制度では，
奨励給の公式は明白に成果向上の経済的価値を算
定し，次いでその利益の分配として，すべての従
業員に対する総支給額を決定する。対照的に目標
分配制度は，個々の従業員への支給額は達成され
た成果の水準と直接に関連する公式を用いている
という。
以上の２次元の分類に基づき，集団奨励給は次
の６種類の制度に分類される。
①労働生産性利益分配制（labor productivity
gain-sharing plans）：この制度には，いわゆ
るスキャンロン・プラン（Scanlon Plan），
ラッカー・プラン（Rucker Plan）およびイ
ンプロシェア・プラン（Improshare Plan）
がある。これらの制度では，従業員に対する
奨励的な支給（payoff）の原資は，予定され
ている労働生産性と実際の生産性との差異に
関する公式により決定される。具体的には従
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業員は集団として，実際の人件費と予定され
るそれとの明確な差異の一定の割合を受け取
る。スキャンロン・プランでは，予定される
人件費は製品の売上高の標準的な比率の観点
から産出される。
②マルチ・コスト利益分配制（multicost gain-
sharing plans）：この制度は，上記の制度と
論理的に類似しているが，多様なコストにお
ける利得（節約）を考慮するものである。人
件費以外のコストの例としては，原材料コス
ト，エネルギー・コスト，廃棄コストなどが
含まれる。
③カレント利潤分配制（“current” profit-shar-
ing plans）：“current” の意味は，従業員が退
職するまで支給を遅らせる「据え置き利潤分
配制」（“deffered” profit-sharing plans）の概
念と対照的に用いられる。後者は，成果（収
益）の改善から従業員がベネフィットを受給
するのに長期間かかることを前提とすれば，
動機付けの効果は弱い。後者の制度は，退職
手当の基金を意味する。対照的にカレント利
潤分配制は，利潤の水準が確定される年度に
おいて従業員にベネフィットが支給される。
④労働生産性目標分配制（labor productivity
goal-sharing plans）：この制度は，個々の従
業員への支給額を成果の達成水準と直接に関
連させる公式を用いている。ある保険会社で
データ加工に従事する職場集団の制度の例で
は，組織が一定の生産性目標を超えた月ごと
に，すべての従業員に３００ドルのボーナスを
支給している。
⑤マルチ・コスト目標分配制（multicost goal-
sharing plans）：例えば，目標の達成に貢献
した従業員に対し，目標の数や困難度に基づ
いて，ボーナスを支給する奨励給である。こ
の奨励給は，安全，品質，廃棄，変換コスト
という４つの成果領域における基本的だがや
や困難な目標に焦点を合わせている。従業員
が受け取るボーナスは，達成した目標の価値
に相当するものとして算定される。
⑥財務価値目標分配制（financially valued goal-
sharing plans）：この制度は，業務目標の達
成に対する報酬であるが，企業の財務業積を
も考慮している。ある企業では成功の分配と
呼ばれているこの奨励給のもとで，従業員は
各業務領域において，現在の水準と最大限可
能な水準との間の改善の程度に応じてポイン
トを獲得する。６ヶ月ごとにそのポイントは
ドルに変換される。各ポイントのドル価値は
企業の収益に依拠する。
以上にみる集団奨励給は能率，品質，顧客サー
ビス，従業員の職場士気など組織の多様な課題に
関連している。こうした組織戦略の強化に加えて，
集団奨励給は組織変革（organizational change）
を支援する有効な手段であることが証明されてい
る。ある調査は，集団奨励給が，コミュニケー
ション，目標設定，調整，動機づけのような重要
なビジネス・プロセスを強化しているとしている。
また，この制度は，企業の業績と従業員のリワー
ドとの関連性を改善し，企業の最優先課題に対す
る従業員の理解を促進し，チームや部門を横断す
るコミュニケーションを強化し，チームワークや
調整を育成し，従業員の職場士気を高め，権限を
強化する労働環境に導き，従業員の意思決定への
参加のいっそうの容認に導くことが論証されてい
るという。
集団奨励給が普及すると考えられる理由は，特
定の活動を促進し，特定の経営理念を追求する
「全社品質管理」や「従業員参加」のような多く
の変革プログラムと異なり，集団奨励給の成果志
向の変革プログラムは，１）成果の改善に明確に
関連する活動に従業員を従事させる，２）そのよ
うな活動の結果に関する正確なフィードバックを
準備する，３）挑戦的な目標を設定し，追求し，
達成することと，金銭的な支給で頻繁に補強す
る，４）継続的な学習の文化を確立することにあ
るとされている２６）。
２―５ 教育訓練と能力開発
２―５―１ 教育訓練と能力開発の概念
E. マッケナおよび N. ビーチによれば，HRM
が人間の「資産」（assets）を価値あるものにす
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るという目的を実現するなら，人間への投資は当
然のことである。中核となる知識集約的な労働者
がいる組織では，能力開発は企業に付加価値をも
たらす彼らの能力を維持するのに不可欠である。
従業員にスキルや知識を身につけさせ，その能力
を活用するよう動機づけることは非常に重要であ
る。
現在では，教育訓練と能力開発は HRMを媒介
として，経営戦略と結合している。従業員を資源
化する計画や組織全体の戦略的計画と合致した従
業員の能力開発計画を設定することが組織にとっ
て必然となる。従業員の教育訓練と能力開発は，
単なるオプションではなく，HRMの実践の本質
的な部分であり，従業員に対する投資として選択
すべきものであるとする指摘に注意しなければな
らない
教育訓練と能力開発という用語は，しばしば混
同して用いられている。従来，教育訓練とは，能
力開発よりも即時的で，管理職に就いていない従
業員の職務に関する知識やスキルを改善すること
に関連するものであるとされてきた。それと対照
的に，能力開発はマネジャーを対象とする活動で
あり，創造性や構想力などの資質を開発すること
であると考えられてきた。しかし，このような区
別は，単純化しすぎている。現在では，全従業員
に能力開発が必要であり，マネジャーにも業務上
のスキルやコンピテンスを改善する教育訓練が必
要であると考えられている。このように，教育訓
練と能力開発とは相互に関係しており，相互に補
足しあっている２７）。
２―５―２ 教育訓練と能力開発の方法
経営者の能力開発は，現在のマネジャーの業績
を改善すること，彼らに個人的な成長や自己啓発
の機会を与えること，将来の経営者の交代に対し
て後継経営者の育成など準備をしておくことに関
係しており，組織内での昇進経路を計画・形成す
るキャリア・マネジメントが広く採用されている。
管理職と被管理職双方のために実施される教育
訓練と能力開発には多くの方法がある。以下は採
用が可能な主なものである２８）。
①デモンストレーション：被訓練者が，経験を
積んだメンバーから職務遂行の方法を例示さ
れ，それと同様に遂行する。この方法の長所
は，学習が職務と直接関連していることであ
る。しかし，この方法は，学習の体系性や業
績改善に必要な適切なフィードバックを提供
するものではない。
②コーチング：上司が１対１または小グループ
単位で管理テクニックを部下に指導するもの
で，訓練者と被訓練者との間に相互作用があ
る点がデモンストレーションと異なる。
③経験者による指導：OJTの一種で，シニ
ア・マネジャーを切望する者に適用され，そ
の重要性は増している。被訓練者は，経験者
（通常は直属の上司ではないシニア・マネ
ジャー）のスキルを観察し，その行動を模倣
し，採り入れる。経験者は，そうした活動を
支援し，組織の方針や文化に関して貴重な意
見を提供する。
④ジョッブ・ローテーション：従業員の職務経
験を豊かにするために，系統立てて異動させ
ることである。この方法の長所は，部門間の
つながりが強化され，この活動の実施される
範囲が広いゆえに，従業員にフレキシビリテ
ィが備わることである。
⑤職務に関連した別の経験：ジョッブ・ロー
テーションのほかに，職務拡大（ job en-
largement）も，従業員の職務経験を豊かに
するために利用される。職務拡大は，職務充
実（ job enrichment）の垂直的な拡大に対し
て，水平的に職務を拡大する。
⑥フォーマル訓練：この方法では，ケース・ス
タディ，ロール・プレイング，シミュレー
ションやプログラム化された学習とともに講
義やディスカッションが利用される。フォー
マル訓練は，従業員の全般的な能力開発のた
めに，長期におよび大学や公開講座で学習す
るなど Off-JTとして実施されることもある。
⑦自己啓発：自己啓発では，その主導権は本来
個々人の手中にあり，経験からの学習に焦点
が置かれる。このアプローチは，試行錯誤と
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は違い，経験の体系化を伴うものであり，過
去の失敗を回避することを目的としている。
⑧企業外教育訓練：企業外での教育訓練は，自
発性，問題解決，協働の精神を活用しようと
するものであり，チーム・ビルディングや
リーダーシップ・スキルの開発に関心をもつ
組織で用いられている。そこでは，登山に挑
戦する時のように，肉体的に困難な状況に向
かい合うといった経験がグループのメンバー
に必ず共有される。それが，業務への協力的
な姿勢や心理的な接近の進展に貢献するので
ある。
２―５―３ 教育訓練と能力開発の展開と特徴
２―５―３―１ 経営戦略と人的資源開発
教育訓練と能力開発は，訓練し開発することに
より解決されうる問題に対象が限定される場合に
効果がある。そこで，教育訓練と能力開発の展開
に関しては，その経営戦略との結合の重要性が当
然のように指摘される。L. L. ビエレマ（Laura L.
Bierema）によれば，教育訓練や能力開発は，人的
資源開発（Human Resource Development : HRD）
の領域に該当する。理念的には HRDにより，個
人の能力開発，キャリア開発，業績管理，組織開
発は，戦略的目的および目標と明確に結合する。
急速に変化する経営環境への対応として，経営
戦略が教育訓練および能力開発に期待する問題を，
L. L. ビエレマは，技術進歩，リストラクチャリ
ング，多様性などに見ている。
技術進歩は，停滞の兆候を示しておらず，技能
要件は技術進歩に基づき変化を続けている。教育
訓練は，新しい技術の学習に対して従業員を支援
しなければならない。さらに，訓練者は訓練を実
施するために広く有効である新技術を利用するこ
とを学習しなければならない。訓練者はコン
ピュータ・ハードウェア，ネットワーキングなど
に精通している必要があり，多様な場所で教育訓
練を展開し管理することのできる必要がある。
企業のリストラクチャリングは，着実なペース
を保っている。組織の規模が縮小されるにしろ，
再構築されるにしろ教育訓練の問題は結果として
生じることとなる。一般的なリストラクチャリン
グの教育訓練は，新しい職務の技能，モラール，
人員整理や再就職斡旋方針の変更，変革のマネジ
メントの領域を含む必要がある。
多様性には，人種，女性，高齢者，障害者，非
正規従業員など多様な従業員に配慮することと，
多様な価値観・意識を受け入れ，それを企業革新
の原動力にするという意図がある。訓練者は，多
様な文化，学習スタイル，必要性に配慮した教育
訓練を企画し，組織が多様性の問題に効果的に取
り掛かることを支援する教育訓練を提供しなけれ
ばならない。
こうした問題に限らず教育訓練と能力開発は，
従業員の技能を形成し，高度な潜在能力を開発し，
その職務上の業績や組織上の業績を改善するため
の公式の活動である。さらに従業員に成長の機会
を提供する活動でもある。例えば，リーダーシッ
プ訓練は，従業員の管理能力を開発するために実
施されるし，従業員が技術的技能や管理的技能を
形成することを支援するために提供される。教育
訓練および能力開発は，組織の業績の改善に寄与
するものであるとともに，諸個人に職業人として
の成長や人格の次元での成長をもたらすものであ
る。この点を強調しておきたい。ただし組織業績
の改善などの目的を離れて，諸個人の能力や人格
の成長を目的に実施されるものではない２９）。
２―５―３―２ 学習志向への移行
教育訓練と能力開発の展開に関する特徴として，
職場における学習が，専門家による公式化された
短期間の指導から，企業内の従業員や利害関係者
による戦略に焦点を合わせた学習の推進へと移行
していることが指摘されている。この変化は，企
業横断的な「学習組織」（learning organization）
や「行動学習チーム」（action learning team）の
展開において明白である。学習組織は，１９９０年
の P. M. センゲ（Peter M. Senge）の著作３０）刊行
以来，注目されてきた。P. M. センゲはそれを，
「真に望ましい成果を創出する従業員の能力を継
続的に育成し，新しい発展性のある思考パターン
を養成し，そうしたことへ集団が情熱をもって取
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り組み，いかに協力して学習するかを継続して学
ぶ組織」と定義している。
L. L. ビエレマは，学習組織との関連で，「アク
ション・ラーニング・チーム」（action learning
team）が，伝統的な教育訓練から学習志向へ移
行している組織では一般的なものとなっていると
指摘している。アクション・ラーニングの用語で
それは，「セット」（sets）と呼ばれている。セッ
トは，グループで共通の問題に取り組む，あるい
は個別の問題に個人として取り組むことに協力す
る，多様な非専門的な人々から形成されるグルー
プである。セットは，問題を提起し，それに挑戦
するための戦略を策定し，行動に移す。行動の過
程を経て，セットは，行動がどのようになされた
かを検討し，獲得した教訓について熟慮し，次の
行動のための戦略を計画するために再び召集され
る。セットは，問題が解決されるまで，あるいは
組織の必要に応じて無期限に存在することができ
る。セットは，しばしば，その行動に関する検討
に際しては，グループを支援しているセット・
リーダーによって促進される。Electrical Fuel
and Handling Division’s Division Operating Com-
mittee（DOC）では，その全般管理者は，彼の上
司の各々と一対一のミーティングを行う代わりに，
毎週，アクション・ラーニングのセッションを設
定した。グループは，こうしたセッションを通し
て，ビジネスを管理することに関係する個別的・
集団的な問題を検討し，そのプロセスを学ぶこと
ができたという。
進歩的な組織において学習が着目されてきてい
ることは，最近のジョブ・タイトルを見ても理解
できるという。「チーフ・ラーニング・オフィ
サー」のようなタイトルは，一般的になりつつあ
る。こうした変化は，組織生活における学習の重
要性の増大を示すものである。こうしたポジショ
ンの担当者は，一般に，組織において学習と変化
を促進することや，個人，チーム，そして組織の
有効性をコミュニケーション媒体，業積診断，訓
練，組織設計の総合的な利用により改善すること，
ビジネスの戦略や戦術を支援することに責任を
負っている３１）３２）。
２―６ 従業員関係
２―６―１ 従業員関係の概念
E. マッケナおよび N.ビーチによれば，HRM
が出現するまで，従業員関係に相当するする領域
は，労使関係と呼ばれ，経営者に代表される雇用
主と労働組合に代表される労働者の相互関係と深
く結びついていた。それは，団体交渉や労使協議
制といったプロセスを含み，企業および産業とい
う２つのレヴェルにまたがっていた。しかし，現
在の従業員関係は，労働者との直接的なコミュニ
ケーションや個人レヴェルでの従業員との接触を
重視している点で，これまでの労使関係とは異
なっている。その結果，労働組合との相互作用は
減少することになる。
伝統的な団体交渉が賃金決定や労働条件に特化
していたのに対して，HRM的アプローチは，従
教育訓練から学習への移行を示す要因
教育訓練
・短期に焦点
・技能ベース
・個人の要求により実施
・管理職および経営者に集中
・HR部門の管理職による評価
・教育訓練はオフサイトで行う
・教育訓練は定期的にスケジュール
・教育訓練は知識デリバリーに基づいている
・専門家により計画し，インストラクターが実施
学習
・生涯学習・能力開発
・コア・コンピテンシーベース
・企業戦略により実施
・すべての従業員に集中
・影響のある個人による評価
・学習はいたる所で行う
・学習はリアルタイムで行う
・学習は職場における経験を共有することについ
ての新しい意味を想像することに基づいている
・自主的に実施
出所：Ellen Ernst Kossek and Richard N. Block eds., Managing Human Resources in the２１st
Century : From Core Concepts to Strategic Choice , South-Western College Publishing,
Ohio,２０００. p.１９.２７.
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業員の参画を広げ，コミュニケーションの増大，
フレキシビリティ，取り上げる事項の拡大などを
通して，従業員の経営参加が進むように努力して
きた。これは，肯定的な意味をもつと受け取られ
る場合もあるが，他方では，HRMというレト
リックが反労働組合政策を覆い隠すために使われ
る場合もある３３）。すなわち，HRMを媒介した資
本による抑圧機能の精練化である。
２―６―２ 従業員関係の方法
従業員関係としては，一般に以下の方法が関与
している３４）。
①コミュニケーション（communication）：コ
ミュニケーションとは，経営者と従業員との
間の自由な意思疎通のプロセスである。経営
者にとって，企業理念や企業目標を従業員に
周知させることは重要なことである。また，
従業員は，業績に関して自身に期待されてい
ることや，経営戦略の変更が自身の仕事に及
ぼす影響を知らされる。良好なコミュニケー
ションは，組織内を循環する血液のように意
思決定プロセスへの従業員の参加を促進し，
それにより組織への個人の一体感を高め，業
績の改善につながる。掲示板やメモ，雑誌や
ニュースレター，協議委員会，プレゼンテー
ション，チーム・ブリーフィング，態度調査，
提案制度などが主要なテクニックとして利用
される。
②参加（participation）：従業員参加は一般に，
２つの主要な領域，すなわち従業員代表とマ
ネジメント・スタイルとに関係がある。マク
ロ・レヴェルでは，集団としての従業員参加
は，労働組合や労働者代表との協議や交渉に
関する手続きによって統制されている。ミク
ロ・レヴェルでは，個人参加の程度は，採用
されたマネジメント・スタイルによって決ま
る。
③労働組合による代表（trade union represen-
tation）：労働者は，賃金やその他の労働条件
に関して経営側と交渉する際，一般に労働組
合により代表される。経営側と労働組合との
関係は，交渉か協議いずれかの特徴をもって
いる。しかし，１９８０年代における新しい労
使関係のもとでは，経営側は交渉や協議を行
わずに自らの意思を押し通す力をもっている。
これまで経営側主導で実施された職務区分の
フレキシブル化や廃止に反対してきた労働組
合も，現在では対決色を薄めている。
④コンフリクト（conflict）：組織のコンフリク
トは，集団レベルか個人レベルのどちらかで
起こりうる。前者がストライキ，怠業，残業
拒否などの争議行為にまで至るのに対して，
後者は，無断欠勤，労働移動率の上昇，サボ
タージュとして現われる。これらはいずれも
組織に損失を与える可能性があるので，早い
段階でコンフリクトを解決する手段を用いる
必要がある。
⑤安全・衛生（health and safety）：企業内の安
全・衛生施策が十分に理解され，適切に運用
されることによって，莫大な人的・経済的利
益がもたらされるにもかかわらず，これまで
安全・衛生や福利の意義は HRMで正当に評
価されていなかった。安全な設備，衛生的な
環境が提供されなければならない。
２―６―３ 従業員関係の展開と特徴
２―６―３―１ 非組合化の進展と限界
従業員関係が HRMの領域として重視されるよ
うになった背景には，アメリカにおける伝統的な
対抗・交渉型労使関係から協力・参加型労使関係
への変容がある。本節では，先ず，そうした労使
関係の変容と関連する企業による「非組合化」
（deunionization）の進展について触れ，次節では
「協調」（cooperation）のプロセスについて検討
する。
新しい競争環境のもとにある企業は伝統的な敵
対的システムを健全な競争の障害と考えている。
これらの企業は，組合代表制を排除する，あるい
は少なくとも企業への対抗力を最小限にするため
に組合を弱体化するという戦略的な選択をしてい
る。
R. N. ブロック（Richard N. Block）によれば，
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企業が非組合化をすすめるためにとる基本的戦略
としては，「闘争」（conflict）と「投資」（invest-
ment）という２つがある。闘争を選択する企業
は，非組合化を合法的システムのもとで達成する
ために諸権利を行使することができる。その過程
は明瞭である。企業は契約の終結の際に，組合に
対して労働協約の変更を要求すると通告する。交
渉を通して，企業は自身にとっては容認できるが，
組合にとっては容認しがたいと考えられる提案を
行う。法律は公正な交渉を要求するが，必ずしも
譲歩を要求するものではないので，企業はその提
案に固執することができる。組合の選択はその提
案を容認するのか，あるいはストライキを行うか
である。組合がその提案を容認する場合には，企
業は雇用条件を有利に展開することができる。組
合がストライキを行った場合には，すべてのスト
ライキ参加者が以前の職場に復帰する機会を与え
られていたとしても，企業にはストライキ破りに
あたる代替要員を恒久的に雇用する権利がある。
他の非組合化戦略は，投資の領域の問題である。
この戦略を選択する企業は，組合のある事業所と
は地理的に離れた地域で非組合の事業所を設立す
る。非組合の事業所には十分な資本投資を行い，
組合のある事業所よりもいっそう近代的で生産的
な資本設備を備える。したがって組合のある事業
所は非組合の事業所に対し競争上優位になること
はない。その結果，組合のある事業所は事業を継
続することが困難となり，組合組織も縮小してい
くことになる。
こうした非組合化の企業の立場による主要な利
益は，雇用条件に関して組合と交渉する義務が排
除され，片務性と柔軟性を再確立することができ
ることである。このことは賃金の調整と労働過程
の硬直性の排除とによりコストの統制が可能にな
ることを意味する。
しかし，非組合化についての主要な関心は，そ
の過程に関連するコストにある。ストライキの代
替要員の利用による非組合化は，人的コストと法
律的コストの両方をもたらす。ストライキ参加者
は失業することになると判断する場合には，積極
的に対抗手段に訴えることになる。それは暴力や
違法な手段に結果する可能性もある。他の人的コ
ストには，代替要員とともに仕事をしなければな
らない職場では人間関係の軋轢や職場士気の低下
の問題が生じるということがある。
法律的なコストには，ストライキが企業の不当
労働行為によってなされたと組合が主張すれば，
企業が支払うことになる不当労働行為に不可避的
に伴う代償が含まれる。このように，たとえ直接
的な労務コストに対する統制を獲得したとしても，
企業は訴訟に関連する不確実性にさらされること
になる。こうした法律上の問題も，非組合化の試
みが成功しないことを示している３５）。
２―６―３―２ 協調化の進展と限界
非組合化は，企業の新しい競争圧力への典型的
な対応策である。R. N. ブロックによれば，他の
対応策は「協調」である。この状況のもとで経営
者は，「組合化」（unionization）の主要なコスト
は，労働組合主義それ自体ではなく，制度化され
た敵対主義と関連する硬直性（rigidities）にある
という立場をとっている。このアプローチをとる
組織は，従業員を代表する組合との協調的な関係
の方向へ移行し，硬直的で敵対的な構造から柔軟
で協調的な構造へと変化している。コストは，賃
金や雇用条件を引き下げるという直接的な方法で
はなく，敵対主義に関連するコストを抑制すると
いう間接的な方法により削減される。
協調的なアプローチをとってきた企業は，「工
場委員会」（in-plant committees）のような非伝統
的で非敵対的なコミュニケーション構造を組合と
共同で創設することに努力している。このような
継続的なコミュニケーション構造は，制度化され
た敵対主義における構造化されたコミュニケー
ションに替わるものとして確立される。このこと
は企業が労働者の知識基盤をいっそう効果的に利
用することを可能にするものである。それは，企
業と従業員の利害は一致するという概念に基づい
ている。企業が成功するときには，株主の利益は
増大し，従業員はいっそう条件のよい職務を確保
できる。
協調が拡大するとともに，コミュニケーション
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ばかりでなく，交渉の性格が変化してきている。
伝統的な交渉は，それぞれの立場をとる当事者に
よる立場をめぐる対立的交渉として考えられる。
協調的な交渉は変化を提起する当事者の要求に議
論が集中するという意味でしばしば「利害が基
礎」にあるが，その解決には共同であたることに
なる。労働慣行のフレキシビリティと報酬の近代
化との交換による労働者の雇用保障は，古典的な
相殺取引である。
協調的な構造のもたらす主要な利益は，コンフ
リクトや硬直的な労働慣行を縮小することができ
ることである。こうした状況により企業は，フレ
キシビリティを非組合化によってではなく，組合
と協力することによって達成することができる。
さらに，協調には労働者の知識や専門性を十分に
利用し，労働者と経営者との間の利害の共通性を
発展させることができるという利益がある。しか
し，それは一般に法律の範疇外の関係を意味する。
協調のもたらす不利益は，協調の不可避性と当
事者の法律的な立場との間の軋轢の問題である。
経営者の法律的な責任は，その株主に対するもの
であり，組合のそれは，その構成員に対するもの
である。協調がこれらの法律上の境界線をあいま
いにする程度により，その役割の上で軋轢が生じ
ることになる。
しかし，企業や組合のすべてが，こうした方向
に向かっているわけではない。この領域における
多くの諸関係は，今なお伝統的な敵対主義の性格
を帯び続けている。したがって両当事者は一定の
距離を置いて交渉を続けることになるであろう。
伝統的な敵対的関係を維持し続けている当事者
は，暗黙のうちに，その伝統的な役割を受容して
いる。彼らは伝統的な敵対主義の象徴である対立
を維持することを選択する。同時に，企業はその
従業員の合法的な代表者としての組合の立場に挑
戦を挑むことには抵抗する。企業は組合を容認し，
今後も交渉を続けるであろう３６）。
３ 人的資源管理制度の展開と批判
３―１ 人的資源管理制度批判の視点
HRMが，従来の人事管理の新展開と考えられ
るゆえんは，労働者の職務内容の高度化をともな
う，新しい職務設計や組織設計を基盤に，その効
果を最大限に実現するために，それに照応して形
成された新しい管理理念および管理実践であるこ
とにある。
本稿で検討した HRMを構成する「戦略と組織
構造」，「人的資源計画」，「業績管理」，「報酬管
理」，「教育訓練・能力開発」，「従業員関係」は，
そうした HRMの新しい管理理念および管理実践
を内包する管理諸制度のうちの主要な制度である。
HRMは労務管理の範疇に属する管理である以
上，本質的には，搾取・支配・抑圧という視角か
ら批判されうる。その場合，労務管理に貫かれて
いる搾取・支配・抑圧という資本の機能は，その
統一において把握されなければならない。この機
能は HRM総体のみならず，HRMを構成する各
制度のそれぞれについても統一において把握され
なければならない。しかし，このことは各制度が，
搾取・支配・抑圧のうちのいずれかの機能により
密接に関係しているという視点を妨げるものでは
ないと考える。こうした視点から，HRMを構成
する各制度の機能やその労働者・労働組合への影
響について分析する必要がある。
本稿では，そうした分析の前提として，E. マッ
ケナおよび N. ビーチの研究に基づき，各制度の
管理概念および制度の方法などを整理してきた。
また，HRMの制度が広範に企業に導入されてい
る現在，その展開において一定の特徴を見ること
ができる。本稿では，この点に関し E. E. コセッ
クおよび R. N. ブロックらの研究を整理してきた。
その分析が示す特徴には一定の傾向があると考え
ている。それらを指摘することで人的資源管理制
度批判の準備としたい。
３―２ 人的資源管理制度の展開と特徴の検討
総体として HRMには搾取・支配・抑圧という
資本の機能が貫徹している。
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「経営戦略と組織構造」の展開と特徴の検討で
は，そうした搾取の前提条件である生産力・技術
の現段階に照応するシステムと労働者の労働能力
の高度化への要求にこたえることにより，労働者
に肯定的な影響をもたらす可能性があるという側
面と，そうした労働能力の高度化がはかられ，好
条件を提供される労働者とその対極の条件を余儀
なくされる労働者という分断が存在し，企業によ
る労働者支配に用いられる可能性があることが指
摘されうる。
企業の競争優位の源泉として，とくに企業内部
の資源あるいは内的要因に注目する「資源ベー
ス・アプローチ」において，SHRMおよび人的
資源は，競争優位の源泉と考えられている。この
アプローチは，もとより市場での競争優位の獲得
という目的の正当性を前提としている概念であり，
あくまでもその観点からの評価であるという限定
はあるものの，SHRMのサポートする高度の能
力，創造的な知識や技能をもつ人的資源に依存せ
ずには資本蓄積が果たせないという現代の企業の
一面を端的に示すものである。
しかしその反面，経営戦略が要求するバーチャ
ル組織に典型的に見られるように，人的資源が被
る影響として看過できない重要な問題，すなわち，
バーチャル組織が経営戦略に影響される一時的な
存在であるがゆえに，人的資源の雇用それ自体の
いっそうの不安定化の進展，失業の脅威からまぬ
がれることはできないという問題がある。それは，
バーチャル組織に限らず，資本蓄積を所与とせざ
るを得ない経営戦略に伴う根源的な問題であり，
ＨＲMの実務により解決のできる次元の範囲を
超えた問題であることを示している。
「人的資源計画」の展開と特徴の検討では，経
営環境の急速な変化に，人的資源の配置をいかに
して適切かつ継続的に対応させるかという問題に
関連して，J. アトキンソンによる３種類のフレキ
シビリティ，すなわち，「機能的フレキシビリテ
ィ」，「量的フレキシビリティ」，「財務的フレキシ
ビリティ」が示しているように，基幹的労働力と
周辺的労働力の利用方法や処遇にいっそうの差異
が生じることが指摘されている。
とくに，人的資源計画の展開の特徴として，こ
うしたフレキシビリティを達成するために，多く
の企業で非典型雇用労働者とよばれる労働者が利
用されていることには注意が必要である。非典型
雇用労働者には，臨時雇用であるがゆえの一定期
間内での相対的高賃金，教育訓練の機会がないた
めの技能の不足，当該企業への忠誠心の欠如とい
うような点で問題があると考えられており，支配
的な雇用形態になることはないと考えられる。し
かし，現実には，基幹的労働力である正規従業員
の相対的に良好で安定的な雇用条件は，こうした
非典型雇用労働者の不安定な雇用条件を前提とし
て成立していることは否めない。その反面，非典
型雇用労働者のこうした雇用条件は，常に基幹的
労働力である正規従業員の雇用条件の悪化に導く
可能性も十分にある。しかも，正規従業員が非典
型雇用労働者に転じる脅威も十分にある。こうし
て，人的資源計画は，機能的フレキシビリティが
要求される正規従業員の雇用条件の安定化や労働
能力の高度化に貢献する反面，非典型雇用労働者
の存在を継続することにより労働者の分断による
支配を効果的に果たすことになる。
「業積管理」の展開と特徴の検討では，従業員
のチーム化の進展との関連で伝統的な業績評価シ
ステムの適合性が問題となっていることが指摘で
きる。すなわち，管理者は，必要とされる責任や
技能がいっそう多様となっている従業員集団を指
揮していて，責任や技能が自らのものとは全く異
なるようなチームの多様な業績を評価することが，
困難になっていることを認識し始めている。個人
の努力や報酬へ焦点を合わせた評価システムは，
利用されつつあるチーム・ベースの構造と一致す
ることはなく，チームの監督者は，チーム・メン
バーによる適切なチーム・ワーク行動の効果を評
価することはできない。
こうしたことへの対応として，従業員に影響を
及ぼす職場の諸問題に対する従業員参加の一般的
な増加傾向と一致して，業積管理プロセスへの従
業員関与の増加が見られる。
以上に見るように，業積管理の展開の背景には
労働の単位が個人から集団ないしはチームに移行
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している現状がある。そのことに対応して，業積
管理による労働者支配も集団ないしはチームを単
位とするようになることを端的に示している。こ
うした事情は報酬管理の展開にも影響を及ぼして
いる。
「報酬管理」の展開と特徴の検討では，労働の
単位が個人から集団ないしはチームとなっている
現状に対応して，報酬管理の領域において集団奨
励給が普及していることが指摘されている。集団
奨励給とは，従業員集団が基準業績を超える成果
を達成した場合，その程度に応じて変動的な利益
分配を受け取る機会を提供する制度であり，労働
生産性利益分配制，マルチ・コスト利益分配制，
カレント利潤分配制，労働生産性目標分配制，マ
ルチ・コスト目標分配制，財務価値目標分配制の
６種類がある。
集団奨励給は能率，品質，顧客サービス，従業
員の職場士気など組織の多様な課題に関連してい
る。こうした組織戦略の強化に加えて，集団奨励
給は組織変革を支援する有効な手段であり，コ
ミュニケーション，目標設定，調整，動機づけの
ような重要なビジネス・プロセスを強化している
としている。
以上に見るように，集団奨励給は，職場の従業
員集団を育成するという一面を示しながら，他面
では職場における従業員集団間の業績をめぐる競
争を促進し，企業の収益向上への貢献を基準とし
て，労働者支配が集団ないしはチームを対象とし
て行われるようになる報酬管理の性格を端的に示
すものである。
「教育訓練と能力開発」の展開と特徴の検討で
は，教育訓練と能力開発は，搾取の前提条件であ
る生産力・技術の現段階に照応するシステムと労
働者の労働能力の高度化への要求にこたえること
により組織の業績の改善に寄与するものであると
ともに，諸個人に職業人としての成長や人格の次
元での成長をもたらすという肯定的な側面がある
ことが指摘されている。こうした教育訓練および
能力開発の展開に関する特徴として，職場におけ
る学習が，専門家による公式化された短期間の指
導から，企業内の従業員や利害関係者による戦略
に焦点を合わせた学習の推進へと移行しているこ
とが指摘されている。この変化は，企業横断的な
学習組織や行動学習チームの展開において明白で
ある。
さらに，伝統的な教育訓練から学習志向へ移行
している組織では，「アクション・ラーニング・
チーム」が，一般的なものとなっていることが指
摘されている。こうした例は，教育訓練および能
力開発の領域において，集団ないしはチームを対
象とする技法が進展しており，集団ないしはチー
ムを単位に能力が蓄積されていくことを示すもの
であると考える。
「従業員関係」の展開と特徴の検討では，従業
員関係が HRMの領域として重視されるように
なった背景には，アメリカにおける伝統的な対
抗・交渉型労使関係から協力・参加型労使関係へ
の変容があるとして，「非組合化」の進展と「協
調」のプロセスという企業の戦略的な選択につい
て指摘されている。
非組合化の企業の立場による主要な利益は，雇
用条件に関して組合と交渉する義務が排除され，
片務性と柔軟性を再確立することができることで
ある。協調のアプローチをとる組織は，従業員を
代表する組合との協調的な関係の方向へ移行し，
硬直的で敵対的な構造から柔軟で協調的な構造へ
と変化している。
しかし，企業や組合のすべてが，こうした方向
に向かっているわけではない。この領域における
多くの諸関係は，今なお伝統的な敵対主義の性格
を帯び続けている。したがって，HRMは，労働
者・労働組合への資本の抑圧機能を，非組合化，
その対極である協調化，そして伝統的な諸関係の
継続という多様な局面において果たすことにな
る３７）。
本稿では以上のように，HRMの本質的批判の
前提として，HRMを構成する各管理制度の内容
と各管理制度の展開における特徴を検討してきた。
その際，注意を必要としたことは，HRMによる
資本の搾取・支配・抑圧という機能はその統一に
おいて把握されなければならないが，このことは
各制度が，搾取・支配・抑圧のうちのいずれかの
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機能により密接に関係しているという視点を妨げ
るものではないということである。
以上の検討は次のことを示唆している。すなわ
ち，HRMの職務システム革新や教育訓練と能力
開発の制度における搾取の機能は，その前提条件
である生産力・技術の現段階に照応するシステム
と労働者の労働能力の高度化を要求し，実現する
ことに向かわざるをえない。しかも，それは労働
者個々人の能力を対象とすることから労働者集団
の能力を重視する傾向にある。それゆえ，このこ
とにより労働者個々人に，あるいは労働者集団に
能力が蓄積するのであれば，肯定的に評価するこ
とができることである。しかし，現状は労働能力
の高度化がはかられ，好条件を提供される労働者
は限定され，その対極の条件を余儀なくされる労
働者が常に再生産されることになる。HRMの経
営戦略との結合や人的資源計画は，そうした構造
を制度化することにより資本の分断による支配の
機能を効果的に果たしているといえる。しかも，
その支配の機能は，労働の単位が個人から集団な
いしはチームに移行している現状に対応して集団
ないしはチームを単位として効果的に果たされて
いる。HRMの業積管理や報酬管理の展開はその
ことを如実に示している。したがって，こうした
支配に対して連帯して抵抗することが必要である。
たとえば，非典型雇用労働者の雇用条件は，常に
基幹的労働力である正規従業員の雇用条件の悪化
に導く可能性があり，しかも，正規従業員が非典
型雇用労働者に転じる脅威も十分にあるのだから
両当事者の雇用条件の悪化の阻止および健全化に
向けて連帯して活動することが必要である。しか
も，そこにこそ，衰退傾向にあるとはいえ労働組
合の存在意義がある。労働組合の存在意義は，非
組合化が進展していようとも，協調化が進展して
いようとも，資本による抑圧の機能が当然のよう
に貫徹している HRMにおいては想定せざるを得
ないと考える３８）。
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